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いじめ防止等のための基本方針 

 

１ はじめに 

いじめは、いじめを受けた生徒の教育を受ける権利を著しく侵害し、その心

身の健全な成長及び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命又

は身体に重大な危険を生じさせるおそれがあるものです。 

本校は、国・県・市の基本方針を受け、生徒の尊厳を保持する目的の下、学

校・地域住民・家庭その他の関係者の連携の下、いじめの問題の克服に向けて

取り組むよう、いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号、以下『法』

という）第１２条の規定に基づき、いじめの防止等（いじめの防止，いじめの

早期発見及びいじめへの対処をいう。以下同じ。）のための基本方針を定める

ものです。 

 

２ いじめの防止等に関する本校の基本姿勢 

本校では、学校の経営理念『はじめに子どもありき』のもと、一人一人の生

徒理解に努め、経営上の重点・努力点である「全ての職員で、全ての生徒を育

てる」を基本姿勢とし、いじめの防止等に取り組んでいきます。 

いじめはいつでも、どこでも、だれにでも起こる問題です。この問題の解決

にあたっては、未然防止、早期発見・早期対応が極めて重要になります。 

学校では、所沢市及び保護者といじめ対応の基本姿勢を共有し、緊密な連携

のもと、組織的な対応ができるよう体制の整備を図っていきます。 

学校では、良好な人間関係づくりを、授業をはじめとする教育活動のすべて

の場面で実現していくとともに、いじめを発見した時には直ちにいじめを解決

するための取組みを行います。組織的な対応を図り、外部機関とも十分連携を

図り、保護者の理解と協力を求めて進めていきます。 

いじめは絶対に許さないという姿勢のもと、すべての生徒が安心して学校生

活が送れるようにすることを第一の基本に据えて取り組んでいきます。 

経営理念 ― はじめに子どもありき ―     

『･･･本来，子どもの学習及び教育は，常に，その子どもが今何を考え，

感じ，求め，困っているか等々の事実を出発点として，絶えずそこへ立ち返

らなければならない。進むべき方向もそこから考えることになる。すなわ

ち，「はじめに子どもありき」でなければならないのである。』 

（東京学芸大学教授 平野朝久） 
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３ いじめの定義について 

いじめの定義については、『いじめ防止対策推進法』の規定によるものとし

ます。 

 

 

第２条 この法律において「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等

が在籍する学校に在籍している等当該児童生徒等と一定の人間関係にあ

る他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネ

ットを通じて行われるものを含む）であって、当該行為の対象となった

児童等が心身の苦痛を感じているものをいう。 

 

２ この法律において「学校」とは、学校教育法（昭和２２年法律第２６

号）第１条に規定する小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特

別支援学校（幼稚部を除く）をいう。 

３ この法律において「児童等」とは、学校に在籍する児童又は生徒をい

う。 

４ この法律において「保護者」とは、親権を行う（親権を行う者のない

ときは、未成年後見人）をいう。 

【いじめ防止対策推進法 第２条】 

 

４ いじめの理解について  

いじめの理解については、共通の認識をもって対処するものとします。 

いじめは、どの子どもにも、どの学校でも、起こりうるものです。とりわ

け、嫌がらせやいじわる等の「暴力を伴わないいじめ」は、多くの生徒が入れ

替わりながら被害も加害も経験します。 

また、｢暴力を伴わないいじめ｣であっても、何度も繰り返されたり多くの者

から集中的に行われたりすることで、｢暴力を伴ういじめ｣とともに、生命又は

身体に重大な危険を生じさせます。 

いじめの加害･被害という二者関係だけでなく、学級や部活動等の所属集団

の構造上の問題（例えば無秩序性や閉鎖性）、「観衆」としてはやし立てたり

面白がったりする存在や、周辺で暗黙の了解を与えている｢傍観者｣の存在にも

注意を払い、集団全体にいじめを許容しない雰囲気が形成させるようにするこ

とが必要です。 
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上記を踏まえ、「けんかやふざけ合いであっても、見えない所で被害が発生

している場合もあるため、背景にある事情の調査を行い、生徒の感じる被害性

に着目し、いじめを認知して対応していくこと」が大切になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

悪口を言われる 

仲間はずれにされる 

傍観者 

○被害者・・・いじめられている児童生徒 

 

○加害者・・・いじめている児童生徒 

 

○観 衆・・・いじめをはやし立ておもしろがっている児童生徒 

（いじめを強化する存在） 

 

○傍観者・・・見てみぬふりをしている児童生徒 

（いじめを支持する存在） 
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５ いじめの防止、及び早期発見・早期対応 

いじめは重大な人権侵害であり、絶対に許される行為ではありません。 

いじめの未然防止、早期発見・早期対応に向け、校種間の連携や心の相談員

やスクールカウンセラーを活用した相談体制の充実、保護者や地域への啓発な

ど、従来から行っている取組内容を見直し、いじめ重大事件を教訓として生徒

の特性を踏まえた実効性のある取組みを推進していきます。 

 
   

 
 

（１）学校組織を活用したいじめ防止等への取組み 

① 生活指導部会（週１回・１時間、時間割に位置づけて実施） 

･･･いじめ・問題行動への対応など生徒指導全般に係る情報交換、指導 

の方向性の確認・決定、ルール等の検討・確認 

＜参加者＞ 

校長、教頭、教務主任、生徒指導主任、各学年生徒指導担当者、 

養護教諭、心のふれあい相談員 

 

② 教育相談部会（週１回・１時間、時間割に位置づけて実施） 

･･･いじめ・不登校生徒・休みがちな生徒・その他特別な配慮の必要な生 

徒等の情報交換、指導・支援や関わり方の検討、研修計画の検討、関 

係諸機関との連携 等 

＜参加者＞ 

 校長、教頭、教育相談主任、各学年教育相談担当者、特別支援コーデ

ィネイター、養護教諭、スクールカウンセラー、心のふれあい相談員 

 

※ 法第２２条において、「学校におけるいじめの防止等の対策のた

めの組織」の構成員として、心理、福祉に関する専門的な知識を有

する者を求めています。このこともあり、本校においては、スクー

ルカウンセラー（臨床心理士）が参加する「教育相談部会」を「い

じめの防止等の対策のための組織」として位置づけます。 

なお、いじめの状況等を鑑み、必要に応じ構成者を加えて対応し

ます。 

 

※凡事徹底  学校として為すべきことをやり抜く 
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（２）学級・学年経営の充実 

教職員一人一人が、すべての学校生活を通して、中傷やからかい、無視

などのいじめの兆候がないか、アンテナを高くして生徒と接していきま

す。いじめの兆候が発見された場合は、一人で抱え込むことなく、直ちに

情報を共有して学年・学校で組織的に対応に当たります。 

なお、いじめる側の生徒に対しては、以下のような実効性のある指導を

行っていきます。 

 

①  毅然とした指導の徹底 

  いじめる側の生徒に対する指導については、全職員が毅然とした態

度で一丸となって臨み、状況が改善しない場合は、別室指導等にて個

別の働きかけを行います。また、暴行や恐喝等の事例に関しては、警

察と連携して対応します。 

 

②  保護者と一体となったいじめ改善 

   いじめる側の生徒に対する指導については、その保護者にも状況を

伝え、市や学校の基本姿勢を繰り返し指導することを通して、保護者

とともに改善を図るように努めます。 

  なお、「学校いじめ防止基本方針」については、ホームページへの掲

載等により、保護者や地域住民が内容を容易に確認できるようにする

とともに年度初めに、生徒、保護者、関係機関等に周知します。 

 

③  加害生徒に対する成長支援 

  いじめの加害生徒に対する成長支援の観点から、加害生徒が抱える問

題を解決するための具体的な対応方針を定めるよう周知します。 

 

（３）定期的ないじめの実態把握と対応 

いじめに関する調査を実施し、いじめは起こりうるとの認識のもと、い

じめの疑いも含めてその状況を的確に把握します。対応の必要なケースに

ついては事実確認とともに、まずいじめられた側の生徒の保護者との連携

を十分に図ります。 

また、解決したと安易に判断せず、保護者との連携を図り長期的な見守

りを組織として続けるよう、校内の組織を工夫します。 
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いじめをはじめ、様々な悩み等に関するアンケート調査の実施、及び相

談週間の設定 

…いじめ等の早期発見・早期対応をねらいとします。アンケート調査実

施後に三者相談、二者相談週間を設定し、調査を基にした生徒一人一

人との相談を行います。アンケートに緊急性のある内容記載があれ

ば、相談週間を待たず早急に対応します。アンケートでは本音を書か

ない生徒がいることなど、アンケートの限界も十分認識した上で、実

態把握に努めます。 

 

（４）道徳教育、学級活動等の充実 

生徒との信頼関係を確立し、生徒の内発的動機づけの育成を大切にした

指導・支援に努め、生徒の心を育てます。 

 

① 年間を通して、いじめ未然防止のため道徳教育の充実を図り、生徒の豊

かな心をはぐくみ、「いじめをしない、させない」資質を育てます。 

「彩の国道徳 道徳教育指導資料集『学級づくりの羅針盤』～いま、道

徳が『いじめ問題』にできること～」の活用の推進を図ります。 

 

② 生徒の状況によって臨機応変に対応し、学活等でタイムリーな指導がで

きるようにしていきます。生徒の望ましい人間関係を育むために、ＳＳ

Ｔ（ソーシャル・スキル・トレーニング）をはじめとした学級指導を行

っていきます。スクールカウンセラーや相談員、養護教諭、教職員が連

携し、生徒に対し、ストレスマネジメントやＳＯＳの出し方、ゲートキ

ーパーとしての役割等についての授業を行うなどして、いじめの未然防

止・早期発見・自殺予防に努めます。 

 

③ 薬物乱用防止教室・非行防止教室等を実施していきます。 

 

④ 生徒の主体的な活動の促し…生徒会において、生徒が自発的・自主的 

にいじめを考え、自ら改善に向けた活動を進められるように指導しま

す。 

（５）｢子どもの人権｣の啓発推進 

 互いの人権を尊重する意識の高揚を図る取組中で、｢子どもの人権｣につ

いて啓発します。 
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① いじめは重大な人権侵害 

いじめは重大な人権侵害に当たり、被害者、加害者及び周囲の生徒

に大きな傷を残すものであり決して許されないことを理解させます。 

 

② いじめは刑事罰の対象に 

いじめが刑事罰の対象となり得ること、不法行為に該当し損害賠償責

任が発生し得ることを理解させます。 

 

③ 東日本大震災により被災した生徒に対して 

東日本大震災により被災した生徒又は原子力発電所事故により避難し

ている生徒については、被害生徒が受けた心身への多大な影響や慣れな

い環境への不安感を教職員が十分に理解し、当該生徒に対する心のケア

を適切に行い、細心の注意を払いながら、被災生徒に対してのいじめに

ついて理解させます。 

 

④ 配慮が必要な生徒について 

特に配慮が必要な生徒については、日常的に、当該生徒の特性を踏ま

えた適切な支援を行うとともに、保護者との連携、周囲の生徒に対する

必要な指導を組織的に行います。また、援助を求めることが苦手ないわ

ゆる「目立たない生徒」の声なき声に耳を傾け、微かなサインに目を配

り、生徒それぞれの表現を引き出してしっかりと受け止めることの大切

さを理解することに努めます。 

 

（６）教職員の指導力の向上 

教職員がいじめの兆しを発見する目を養うとともに、適切に対応する力

の向上を図ります。学級担任をはじめ、教科担当の教員、委員会活動の担

当教員、部活動の顧問、支援員、相談員、スクールカウンセラーといった

生徒に関わるすべての教職員は、日頃の人間的なふれあいを通して一人一

人の生徒と信頼関係を築き、生徒を多面的、総合的に理解し、その子に合

った支援に努めます。 

そのために、埼玉県教育委員会「彩の国 生徒指導ハンドブック  I’s 

2019」や所沢市「いじめ対応マニュアル」を活用して校内でのいじめや暴

力行為の防止に関する研修を実施し、すべての教職員の資質能力の向上を

図り、共通理解を図るとともに、個々の生徒への指導の充実を図ります。 



- 9 - 

 

・生徒指導・教育相談研修会の実施（年度当初、夏季業中等） 

･･･校内生徒指導・教育相談の共通理解、及び生徒指導・教育相談のスキ 

ルアップ。全教員が参加し、事例研修、生徒指導・教育相談体制の確

認、情報交換、スクリーニング、QUテストの分析・活用法等を行う。 

 

（例）好意から行った行為が意図せずに相手側を傷つけたが、すぐに加害

者が謝罪し教員の指導によらずして良好な関係を再び築くことができた

場合等においては、学校は「いじめ」という言葉を使わずに指導するな

ど、柔軟な対応による対処も可能だが、これらの場合であっても、法が

定義するいじめに該当するため、事案を法第２２条の学校いじめ対策組

織へ情報共有をします。 

 

（７）いじめを把握しやすい教育相談室の活用 

教育相談室は、中学校区の児童・生徒・保護者の相談を行い、さまざま

な悩みごとや心配ごとなどをともに考え、解決の糸口を見つけていく場所

(地域の相談窓口)として置かれています。この趣旨を踏まえ、いじめの早

期発見・早期対応に対しても、主に相談員が窓口となり、有効的に教育相

談室を活用していきます。 

教育相談室の存在を生徒・保護者に積極的に周知し、相談しやすい環境

づくりに努めます。 

 

（８）ネットいじめ・ネットトラブル防止に向けた取組み 

① 生徒への指導（被害者・加害者となるのを未然に防ぐために、同時に

被害発生時の対処） 

…技術家庭科の授業や非行防止教室等で情報活用や情報モラルについて

指導します。「ネットいじめ」についても特別活動での指導をはじめ、

早期発見・早期対応のために生徒、保護者、地域、関係機関からの情

報提供を呼び掛けます。 

 

②  保護者への啓蒙 

…ネットトラブル等の現状と被害、フィルタリングの利用等について保

護者会などの機会に話をします。特に１年生の保護者に対しては、専

門家による講演会等を実施します。 
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（９）小・中学校の連携 

いわゆる中１ギャップへの予防的対応や学区小学校との指導の連携を図

るために実施します。夏季休業中の教職員合同研修、教員の授業参観、小

学校への出前授業、学校公開日の小学生保護者への案内、児童生徒の交流

等を実施していきます。 

合同研修会では本校学校区の児童生徒の共通課題等を挙げ、その解決に

向けての指導・対応をどのように行っていくのか等について方向性を統一

して研修を進めていきます。 

  ＜参加者＞ 所沢中学校区小・中学校教職員 

 

（10）いじめの解消について 

    いじめの解消は、単に謝罪をもって安易に解消とせず、いじめが「解

消している」状態とは、少なくとも次の二つの要件が満たされている必

要があります。ただし、これらの要件が満たされている場合であって

も、必要に応じ、他の事情も勘案して判断するものとします。 

 

①  いじめに係る行為が止んでいること 

     被害者に対する心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネッ

トを通じて行われているものを含む）が止んでいる状態が相当な期間継

続していること。相当の期間とは、少なくとも３か月を目安とします。  

ただし、いじめの被害の重要性から更に長期の期間が必要であると判

断される場合は、この目安にかかわらず、学校の設置者又は学校いじめ

問題対策組織の判断により、より長期の期間を設定するものとします。  

教職員は、相当な期間が経過するまでは、被害・加害生徒の様子を含

め状況を注視し、期間が経過した段階で判断を行います。その時点で、

行為が止んでいない場合は、改めて、相当な期間を設定して、状況を注

視していきます。 

 

②  被害生徒が心身の苦痛を感じていないこと 

いじめに係る行為が止んでいるかどうか判断する時点において、被害

生徒がいじめの行為により心身の苦痛を感じていないと認められるこ

と。被害生徒本人及びその保護者に対し、心身の苦痛を感じていないか

どうかを面談等により確認します。学校は、いじめが解消に至っていな

い段階では、被害生徒を徹底的に守り通し、その安全・安心を確保する
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責任を有します。いじめが解消に至るまで被害生徒の支援を継続するた

めに、支援内容、情報共有、教職員の役割分担を含む対応プランを策定

し、実行します。 

 

  ※ いじめが「解消している」状況とは、あくまで、一つの段階に過ぎず、

「解消している」状態に至った場合でも、いじめが再発する可能性が十分

にあり得ることを踏まえ、教職員は、当該いじめの被害生徒及び加害生徒

については、日常的に注意深く観察します。 

   

（11）保護者･地域との連携強化及び啓発の促進 

   自校の学校生活の様子やいじめの実態、対応方針等について、保護者

会、学校だより及びホームページ等を通じて積極的に情報発信し、学校と

保護者･地域が一体となったいじめ対応の体制を構築します。 

･･･学校が核となり、地域の大人とともに子どもたちを見守り、育ててい

くように連携をします。 

① 安心安全な学校と地域づくり推進支部会議（７月・１２月実施） 

＜参加者＞ 

市教育委員会、地区防犯協会、交通安全協会、警察、自治会長、民生児

童委員、青少年を守る会、青少年育成推進協議会、子ども会育成会、学

区内小中学校教員・PTA 役員等 

② 民生委員との情報交換会（６月実施）、 

＜参加者＞ 地区民生児童委員、中学校教員 

③ 地区懇談会（７月実施） 

＜参加者＞ 

地区防犯協会、交通安全協会、自治会長、中学校教員・PTA 役員、保

護者等 

④ 学校区内パトロール（長期休業中、土曜日等に実施） 

＜参加者＞ 

地区防犯協会、交通安全協会、中学校教員・PTA 役員、保護者等 

 

（12）関係機関との連携 

いじめの要因は多岐に及び、学校だけで解決を図ることが難しい場合も

あることから、所沢市教育委員会学校教育課『健やか輝き支援室』、所沢

市立教育センター、所沢市こども支援センター、福祉関連機関、児童相談

所、警察等との情報共有を計画的・継続的に実施します。 
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（13）いじめ相談窓口 

＜主な相談先一覧＞  ★は２４時間対応 

※相談機関の案内については、毎年度、市教育委員会から市内すべての児童･生徒に配布

されます。 

 

相談機関 電話等 相談内容等 

埼玉県こころの電話 

(埼玉県立精神保健福祉センター) 

０４８－７２３－１４４７ 

月～金 ９時～１７時 

心の健康や悩みに関する相

談 

こころの健康相談統一ダイヤル ０５７０－０６４－５５６ 

月～金 ９時～１７時 

自殺防止 

面接は予約制 

埼玉いのちの電話 ０４８－６４５－４３４３ 

★２４時間 ３６５日 

自殺防止 

自殺予防いのちの電話 ０１２０－７８３－５５６ 

毎月１０日 ８時～翌１１日 ８時 

自殺防止 

よりそいホットライン ０１２０－２７９－３３８ 

★２４時間 ３６５日(通話無料) 

悩み全般 

所沢児童相談所 ０４－２９９２－４１５２ 

月～金 ９時～１７時 

こどもの養育、性格行動・

しつけ、非行など 

狭山保健所 ０４－２９５４－６２１２ 

※時間については要確認 

精神不安、悩み、学校に行

きたがらない、気になる言

動がある 

２４時間子供ＳＯＳダイヤル 

(文部科学省) 

０１２０－０－７８３１０ 

★毎日、２４時間受付 

いじめなど子供のＳＯＳ 

子どもの人権１１０番 

(法務局) 

０１２０－００７－１１０ 

８時３０分～１７時１５分 

いじめ、体罰、虐待などの

人権問題 

さいたまチャイルドライン ０１２０－９９－７７７７ 

１６～２１時 

いじめ、不安、困りごと、

寂しい時など 

所沢市あったかサポート ０４－２９６８－３９６０ 

月～金 ９時～１７時 

子育て、健康など 

よい子の電話教育相談 

(埼玉県立総合教育センター) 

(保)０４８－５５６－０８７４ 

(子)０１２０－８６－３１９２ 

いじめ、不登校、学校生活

など 

★２４時間 

所沢市立教育センター 

(教育相談室) 

(保)０４－２９２４－３３３３ 

(子)０４－２９２４－３３３４ 

子供に関する幅広い悩みな

ど 

月～金 ９時～１７時 

いじめホットライン(所沢市教育

委員会健や輝き支援室) 

０４－２９９８－９０９９ 

月～金８時３０分～１７時 

いじめなど 
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６ いじめが起こった場合の組織的な対応の流れ 
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７ 重大事態への対処 

「重大事態発生時の対応」については、所沢市いじめ防止基

本方針に沿って行います。 

 

（１）重大事態の定義及び意味 
① 重大事態の定義（法第２８条） 

一 いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重

大な被害が生じた疑いがあると認めるとき。  

二 いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席す

ることを余儀なくされている疑いがあると認めるとき。 

②  重大事態の意味（「いじめの防止等のための基本的な方針」文部科学省） 

・「いじめにより」とは，各号に規定する児童生徒の状況に至る要因が 

当該児童生徒に対して行われるいじめにあることを意味する。 

・第２号の「相当の期間」については，不登校の定義を踏まえ，年間 

３０日を目安とする。ただし，児童生徒が一定期間，連続して欠席し

ているような場合には，上記目安にかかわらず，学校の設置者又は学

校の判断により，迅速に調査に着手することが必要である。 

・児童生徒や保護者からいじめられて重大事態に至ったという申立てが

あったときは，その時点で学校が「いじめの結果ではない」あるいは

「重大事態とはいえない」と考えたとしても，重大事態が発生したも

のとして報告・調査等に当たる。 

 

（２）重大事態の報告 
重大事態と思われる案件が発生した場合は、直ちに所沢市教育委員会に

報告します。 

 

（３）調査の実施 
校内いじめ問題調査組織を設置し、調査を実施し、客観的事実を明確に

します。 

また、所沢市「いじめ対応マニュアル」に沿って対応をします。 

 

（４）調査結果の提供及び報告 
① いじめを受けた生徒及びその保護者への適切な情報提供 

調査によって明らかになった事実関係について、いじめを受けた生徒
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やその保護者に対して説明を行います。これらの情報提供に当たって

は、他の生徒のプライバシーに配慮するなど、関係者の個人情報に十分

配慮し、適切に提供します。 

 

② 調査結果の報告 

調査結果について、所沢市教育委員会に報告します。 


